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１．はじめに 
 
 地方の鉄道は，都市間輸送を担う交通手段であると

ともに，自動車を利用できない人の通学や買物，通院

など生活を送るための重要な交通手段となっている．

しかし，地方都市，特に過疎的な地域における旧国鉄

地方交通線の流れをうける第三セクター鉄道について

は，鉄道施設の規格が低く，現在の自動車交通と比較

すると交通サービスレベルが低いものが多い．それに

も相まって，これらの地方都市では，地域産業の衰退

や沿線人口の減少，さらには少子高齢化の影響を大き

く受け，鉄道サービス提供の存続が困難となってきて

いる． 
 本研究で対象とする「のと鉄道」も例外ではなく，

沿線人口の減少のみならず，周辺道路整備に伴う道路

交通サービスの向上による鉄道利用から道路交通利用

へのシフトなどにより，利用者が減少している．この

ような状況により，鉄道経営は難しく，存続か否かに

ついての様々な検討を経て，平成13年3月31日に輪島線
（穴水～輪島間20.4km）が，さらにその後の平成17年3
月31日には能登線（穴水～蛸島間61.0km）がそれぞれ
廃止された．  
 この廃止により，従来，生活を送る上で重要な交通

手段として「のと鉄道」を利用していた人々に対して，

より利便性の高い交通システムとして廃止代替バスが

運行されている．廃止代替バスの運行にあたっては，

様々な検討がなされているが，運行が開始されて地域

住民の生活がどのように変化したのかについての分析

等は実施されていない．また，既存事例等をみると鉄

道が廃止されて廃止代替バスに転換すると，鉄道時代

に比べて廃止代替バスの利用者数が激減していると報 
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告されている事例が多い． 
 そこで，本研究では，「のと鉄道」の能登線に着目

し，能登線の廃止により沿線住民の生活がどのような

影響を受けたのかについて，筆者らが独自に実施した

沿線住民アンケート調査結果を整理しながら分析を行

い，知見を得ることを目的とする．本研究で得られた

知見は，今後の鉄道の廃止を検討する際や，廃止代替

バスの改善に有用である． 
 
２．地方鉄道廃止に関する既存研究 
 
 昨今，地方鉄道が存続の危機にたたされ，地方鉄道

が廃止されるケースが多々見受けられる．地方鉄道が

廃止された後には，廃止代替バスが運行され，従来，

地方鉄道が担ってきた交通サービスを廃止代替バスが

担うようになる．このような地方鉄道の廃止に関する

既存研究事例も多々見受けられる． 
 加藤1)は，地方鉄道が廃止され，廃止代替バスが運行

されるケースが多々見受けられるが，多くの事例では

廃止代替バスに移行することにより，鉄道の時よりも

利用者数が大幅に減少している．これは，鉄道廃止か

ら廃止代替バスへの移行を検討するプロセスに問題が

あり，廃止代替バスの運行サービスに問題があると考

察している． 
 山崎ら2)は，岐阜の事例から，廃止代替バスのサービ

ス水準が鉄道に比べ低下していることに加え，鉄道と

バスのイメージによるバスに対する抵抗感，廃止代替

バスに移行することにより，交通サービス勢力圏が大

きく減少していることなどによるアクセシビリティが

大きく低下していることなどが影響しているのではな

いかと分析している． 
 竹田ら3)は，従来の鉄道B/Cマニュアルなどは，鉄道
整備に関する効果検討手法であるが，鉄道を廃止する

際の効果検討手法は確立されていないことに着目し，B/
Cマニュアルを活用して，鉄道廃止に関する評価を行っ
ている． 
 このように，鉄道の廃止に関する研究事例は多く見

受けられるが，地域住民に着目して，彼らの生活にど

のような影響が生じているかについての検討事例は筆



者の知る限りみあたらない． 
 
３．本研究で用いたアンケート調査の概要 
 
 本研究の分析に用いたアンケートデータは，平成17
年11月に実施した沿線住民アンケート調査である． 
 アンケートは，能登線沿線集落である珠洲市，能登

町とし，無作為に選んだ4,000世帯にポスティングによ
り配布した．回収は郵送回収とし，733世帯から回収で
きた．回収率は18.3%，抽出率は5.5%であった．なお，
アンケート調査票は，各世帯に2通配布したため，回収
されたアンケート票は，1,044票となった． 
 アンケートでは，廃止代替バスの認知項目，廃止前

の「のと鉄道」の利用頻度と主な利用目的，現在の廃

止代替バスの利用頻度と主な利用目的などをたずねた． 
 
４．廃止前の「のと鉄道」利用者の動向 
 
（１）「のと鉄道」と廃止代替バスの利用状況 
 「のと鉄道」の廃止により，それまで日常的に「の

と鉄道」を利用して生活を送っていた人の生活がどの

ように変わったのかについて把握するため，以下では，

「のと鉄道」が廃止される前に週1回以上利用していた
人を対象として分析を加えることにする． 
 図1は，「のと鉄道」廃止後の廃止代替バスの利用頻
度が，「のと鉄道」を利用していた頃に比べて増えて

いるか減っているかについて整理したものである．こ

れをみると，「変化なし」が約56%と最も多く，ついで
「減少」が約40%，「増加」が約4%となっている．こ
の結果から，約60%の人が「のと鉄道」が廃止されても，
廃止前の「のと鉄道」と変わらない頻度で廃止代替バ

スを利用していることがわかる．一方で約40%の人は廃
止前の「のと鉄道」と比べると廃止代替バスの利用頻

度が減少していることがわかる．これらの人は，少な

からず廃止代替バスの運行サービスに対して，何らか

の抵抗があると考えられる．なお，廃止代替バスの利

用頻度が廃止前の「のと鉄道」の利用頻度に比べて

「増加」している人は約4%と小さいため，「変化な
し」の人と「増加」の人をあわせて「現状以上」とし

てまとめて整理していく． 
 続いて，廃止前の「のと鉄道」の利用目的を整理す

ると図2のようになり，全体的には「通院」，「買物」
の割合が高いことがわかる．また，廃止代替バスの利

用頻度が「のと鉄道」に比べて減少した人に着目して

も，全体的な傾向と大きく変わらず「通院」や「買

物」の割合が高くなっている．一方で，「現状以上」

の人は「減少」した人に比べて「仕事の用事」や「通

学」，「通勤」の割合が高い．また，「趣味・教養」

は，「現状以上」の人よりも「減少」した人の方が高

くなっている． 
 以上より，「のと鉄道」を週1回以上利用していた人
は「買物」や「通院」での利用が大半を占めており，

「買物」や「通院」以外の目的もあるが，その量は少

なかったことがわかる．そして，「のと鉄道」が廃止

され，廃止代替バスに転換されたことにより，そもそ

も移動しなければならない「仕事の用事」や「通学」，

「通勤」目的については，廃止前の「のと鉄道」の利

用頻度と同等かそれ以上の頻度で廃止代替バスを利用 
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図1 「のと鉄道」廃止前後の利用頻度の増減 
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図2 廃止前後の利用状況別「のと鉄道」の利用目的 
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図3 廃止前後の利用状況別廃止代替バスの認知状況 



していることがわかる．一方で，「趣味・教養」目的

については，廃止代替バスの利用頻度が廃止前の「の

と鉄道」の利用頻度に比べて減少した人の割合が高い

ことがわかる． 
 図3には，廃止代替バスの認知状況を廃止代替バスの
項目別に整理したものである．廃止代替バスの利用状

況によらず，「最寄りバス停」の認知状況は非常に高

いことがわかる． 
 「現状以上」の人は「減少」している人に比べて，

「行先バス停」，「料金」，「運行時間帯」を知って

いる人の割合が高くなっている． 
 
（２）利用が減少した人の属性  
 「のと鉄道」を週1回以上利用していた人で，廃止代
替バスの利用が「のと鉄道」の時に比べて減少した人

に着目し，これらの人がどのような人であるのかにつ

いて整理した． 
 その結果，性別は，「減少」が男性約44%，女性約5
6%に対して，「現状以上」では男性約26%，女性約7
4%と，「現状以上」では女性の割合が高くなっている． 
 図4は，年齢構成の割合を示したものである．この図
から，65-74歳の人は「減少」が約18%に対して「現状
以上」が約33%．一方で，50-59歳の人は「減少」が約2
0%に対して，「現状以上」が約7%となっている．また，
20歳未満で「減少」が約3%に対して「現状以上」が約1
0%となっている．すなわち，「減少」が多くなってい
るのは50-59歳で，「現状以上」が多くなっているのは，
20歳未満と65-74歳である． 
 図5は，職業構成を示したものである．この図から，
「減少」も「現状以上」も「無職」の割合が最も高く

なっていることがわかる．一方，「主婦」は，「現状

以上」は約31%，「減少」は約16%となっており，「現
状以上」は「減少」の約2倍となっている．さらに，
「学生」は，「現状以上」で約11%，「減少」で約3%
となっており，「現状以上」は「減少」の約3倍となっ
ている． 
 図6は，自由に利用できる自動車を保有しているかど
うかを整理したものである．これによれば，「減少」

では「自由に利用できる車を保有している」人の割合

が約37%であるのに対し，「現状以上」では，約8%と
低い． 
 以上の結果から，週1回以上「のと鉄道」を利用して
いた人で，廃止代替バスの利用が「減少」あるいは

「現状以上」の人の特徴を整理すると以下のようにな

る． 
 ・「50-59歳」の人は，廃止代替バスの利用頻度が減
少した人が多い． 

 ・「20歳未満」，「65-74歳」の人は，廃止代替バス 
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図4 廃止代替バスの利用状況別年齢構成 
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図5 廃止代替バスの利用状況別職業構成 
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図6 廃止代替バスの利用状況別 

自由に使える車の保有状況 

7.7%

6.9%

7.1%

42.3%

34.5%

36.9%

50.0%

58.6%

56.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

減少(n= 26)

現状以上(n= 58)

計(n= 84)

増えた 変わらない 減った

図7 週1回以上ならびに買物目的で「のと鉄道」を 

利用した人に着目した買物に行く回数の変化動向 

 



  の利用頻度が減少した人よりも，廃止前の「のと

鉄道」並以上の利用をしている人が多い． 
 ・「主婦」，「学生」は廃止代替バスの利用頻度が

減少した人よりも，廃止前の「のと鉄道」並以上

の利用をしている人が多い． 
 ・「自由に利用できる車を持っている人」は，廃止

代替バスの利用頻度が減少した人が多い． 
 
（３）日常生活における変化 
 日常生活において，変化があったのかどうかについ

て検討するために，生活する上で各個人の状況により

大きな変化を伴わない「買物」目的について整理した．

図7は，廃止前の「のと鉄道」を週1回以上利用し，か
つ「買物」目的で利用することがあった人を対象とし

て，「買物」に行く回数がどうなったかを整理したも

のである． 
 この結果から，廃止代替バスの利用頻度が，廃止前

の「のと鉄道」と比べて変化したかどうかによらず，

「買物」の回数が「減った」が最も多く，ついで「変

わらない」である．すなわち，買物に行く回数は，廃

止代替バスの利用状況には影響を受けていないという

ことがわかる． 
 
５．利用者からみた運行サービスの評価  
 
 利用者からみた運行サービスに対する評価を把握す

るため，自由意見に記入されている意見を整理した．

なお，今回のアンケートで記入されている自由意見は，

どちらかというと批判的な意見が多いため，廃止代替

バスの改善点として考えることにする． 
 自由意見では，『穴水駅での「のと鉄道」との乗り

継ぎが不便』や『金沢まで行くには乗換が増えた』，

『廃止代替バスになって（集落を迂回するようになっ

たために）所要時間が増大している』ことなどを訴え

る意見が目立った． 
 また，鉄道の時は，列車を待つ際には，雨風を凌げ

る駅舎を利用できたのに対し，廃止代替バスになり，

自宅近くのバス停でバスを待つことになる．そのため，

天候が悪い日のバスを待つことに対する快適性確保に

関する意見，駅舎で列車を待つ際には，列車が遅れて

いるのかどうかは駅の係員などを通じて把握すること

ができるが，バス停で廃止代替バスを待つ際には，乗

ろうとしているバスが，遅れているのか，それともも

う出発してしまったのかを把握することができず，不

安感が募るという意見，バスの運行頻度が，鉄道時代

よりも増えているとはいえ，バスに乗り遅れた場合に

は，1時間程度は待つ必要があり，これについて，鉄道
の時よりも不安感が増したという意見もあった． 

 また，通院のために「のと鉄道」を利用していた人

の中には，鉄道車両にはトイレがあったが，廃止代替

バスにはトイレがなく，おまけに迂回するようになっ

たために所要時間がかかり，トイレのことで安心して

バスを利用できないという意見もあった． 
 以上を踏まえると，大局的にみれば，廃止代替バス

は生活交通に便利な交通システムとして受け入れられ

ている反面，鉄道とバスの違いによるサービス面での

格差については，一部の人にとって不便を強いられて

いる面が見受けられる． 
 
６．おわりに 
 
 本研究では，「のと鉄道」能登線を対象として，

「のと鉄道」の廃止が地域住民の生活に影響を及ぼし

ているのかどうかについて把握するため，廃止から約7
ヶ月が経った時点において，地域住民に対して実施し

たアンケート調査結果を整理しながら考察を行った． 
 本研究では，日常的に「のと鉄道」を利用していた

人がどのような影響を受けているのかを把握すること

に主眼をおいたため，週1回以上「のと鉄道」を利用し
ていた人を対象とした． 
 その結果，廃止代替バスの利用状況は，廃止前の

「のと鉄道」の利用頻度と同等以上の利用をしている

人が約60%で，利用頻度が減少した人が約40%であった．
また，全体的に日常生活については，大きな影響が出

ているとはいえなかった．しかし，少数派の意見とし

ては，迂回による所要時間の増加など鉄道に比べてサ

ービスが低下していることを挙げる人もおり，今後の

廃止代替バスの運行サービスの改善についての参考意

見が得られた． 
 なお，今後の課題として，今回はアンケート結果の

みで考察を行っているが，廃止前の「のと鉄道」と廃

止代替バスの利用者数や運行サービスの変化動向など

を踏まえた分析を行うことにより，それぞれの因果関

係などを明らかにし，「のと鉄道」廃線の影響に対す

るさらなる知見を得たいと考える． 
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